第三者加害事案の実施について（補償先行）
〔地方公務員災害補償基金広島県支部〕
１　補償先行の承認について
　○　被災職員の公務災害・通勤災害については，「補償先行」により実施します。
　　　これにより，今回の被災事故により被災職員が受けた損害のうち，治療費等については，第三者側（事故の相手方及び保険会社等）からの損害賠償に先立って，当基金が受診医療機関（又はあなた）へ支払います。
○　基金が相手方へ求償するのは，人身障害のうち，財産的損害（治療費関係，後遺障害のよる逸失利益，死亡による逸失利益など）になり，精神的損害（慰謝料）や物的損害については対象外になりますので，これらについては，被災職員等で必要に応じ対応してください。
２　今後の進め方について
○　補償先行の場合であっても，基本的に示談交渉を進めるのは，被災職員となります。
所属長・任命権者にあっては，被災職員の支援を積極的に行い示談を進めてください
○　補償先行の決定後，何ら相手方と接触せず，損害賠償請求権の時効（災害発生日から３年間）を迎えるケースが多発しているので注意してください。
　　交渉が合意できない場合においても，最低限，相手方（又は法定代理人など）と災害発生状況の事実確認や過失割合等の協議は行う必要があります。
３　基金からの求償について
○　補償先行により，基金が被災職員の療養費や障害補償等を支払うと，基金は損害賠償請求権を取得し，当事者間の示談状況を参考に過失割合を決定し，相手方へ求償を行います。
被災職員等においては，基金から後ほど損害賠償請求権の取得通知が送付されることを相手方に必ず伝えてください。
４　厳守事項について
　○　基金の同意を得ずに次の行為を行わないよう，特に厳守してください。
　　・　相手方自賠責保険会社へ「被害者請求」すること
・　相手方（又は保険会社）と人身損害に関する示談書（免責証書）締結をすること
・　物損の過失割合を決定すること又は示談をすること（物損の過失割合によって，基金が求償を行う療養費等に係る過失割合に影響を受けることとなります。）
· 相手方（又は保険会社）への損害賠償請求権を放棄すること（例：住民からの暴力事
案などで，今後加害者と被災職員が接触しないことを条件に放棄）
５　報告について
○　示談が成立したときには，「損害賠償の受領報告書」に示談書（免責証書）の写し等を添えて，所属長を経由して当基金支部に報告してください。（これが提出されないと事案が完結しません。また，示談先行の場合，「治ゆ（症状固定）報告書」の提出漏れが多いので忘れないよう提出してください。）
第三者との交渉状況等について，被災後６か月ごとに「第三者加害行為状況（結果）報告書」を所属長を経由して当基金支部に報告してください。
６　時効について
　　時効については，次のとおりです。時効までの期間が短いので注意してください。
	不法行為による損害賠償請求権
	災害発生の時（※）から５年間（令和２年3月31日以前に発生したものは３又は５年間（民法724条の２））

	自賠責保険に対する被害者請求権
	災害発生の時（※）から３年間

	自賠責保険に対する加害者請求権
	被保険者が被害者に対して損害賠償金を支払った時から３年間


　　※　後遺障害による損害は症状固定した時，死亡による損害は死亡した時
被災職員用


所属長・任命権者用








